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△目次へ戻る 

□はじめに 
 
１）奨学金とは 
 
経済的理由により、修学に支障をきたすことなく、意欲的に学業に専念できるよう経済的に支援することを目

的とした制度。また、その資金。 

成績優秀者を対象とした支援、家計状況が急変した際の支援など、学内・学外問わず、学生のニーズに対応す

るさまざまな奨学金を用意しています。 
 
また、奨学金には返還不要の「給付型」と返還義務のある「貸与型」があります。 

 
 

 

 
 

２）奨学金を申請するにあたって 
 
〇 奨学金は、基本的に学生本人の名義で貸与・給付を受けます。 

よって申込みや返還手続き等も原則、学生本人が主体的に行うものと考えてください。 
  
〇 奨学金の情報提供は、ＴＩＰＳを通じて、学生本人に連絡・実施します。 

  
≪ＴＩＰＳでの奨学金に関する情報≫ 

「お知らせ」・・・主に奨学金の新規募集を連絡します。 

「個人連絡」・・・主に奨学金の手続きや説明会について連絡します。 

「キャビネット」・・・奨学金情報掲示や奨学金ガイド、手続き資料について掲載しています。 
 

３）奨学金の種類について 
東海大学では、大きく分けて以下の４つの奨学金に申請ができます。※クリックすると、詳細内容が閲覧できます。 

  
 

 

 
 

 

 
※その他に、「学費融資制度（教育ローン）」や「大規模自然災害等被災学生支援制度」があります。 

 
４）奨学金の出願資格について 

以下の「標準修業年限」内に在籍していることが基本条件です。 

標準修業年限を超えて在籍する場合、奨学金は利用できません。 

また、学籍状況が「除籍」「休学」となっている場合も、原則出願することはできません。 
 
学部生 ４年 ８セメスターまで 

大学院：修士・博士課程前期（Ｍ） ２年 ４セメスターまで 

大学院：博士・博士後期課程（Ｄ） ３年 ６セメスターまで 
 

５）奨学金の停止・廃止について 

奨学金によっては、成績不振者、素行不良者には、「停止」・「廃止」等の措置がとられることが 

あります。「廃止」となった場合、給付奨学金も貸与奨学金と同様に、返還が求められる場合が 

あります。 

貸与型 

返還の義務がある 
貸貸与奨学金を利用する場合は、

「将来責任をもって返還する」 

自覚を持つことが必要です！ 

後々の返還を見据え、ご家族の方と

定期的に相談し、借りすぎないよう注

意してください。 

高等教育の修学支援制度 

＜授業料等減免・給付奨学金＞ 

東海大学奨学金 ＜貸与または給付＞ 
地方公共団体・一般育英団体奨学金 

＜貸与または給付＞ 

日本学生支援機構貸与奨学金＜貸与＞ 
（学部生用はこちら・大学院生用はこちら） 

給付型 
返還不要 
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△目次へ戻る 

日本学生支援機構貸与奨学金 概要（学部生） 

国の事業である日本学生支援機構貸与奨学金は、採用数が多く、採用されると原則として標準修業年限 

まで継続して貸与できる安定した奨学金制度です。東海大学でも、多くの在学生が利用しています。 

 

【どうすれば採用になる？】・・・次の２通りがあります。 
 

① 予約採用 

高校在学中に申込み、採用候補者となっている新入生が、入学後手続きを行い採用者となります。 

 

② 定期採用 

大学入学後、新規募集（４月または９月）に申込み、採用者となります。 

また、保護者の死亡・失職・休職・その他の理由で家計急変が生じた場合、年度の途中でも 

緊急的・応急的に出願することが可能です。→詳細は P.12 
 

【いつ申し込みができる？】 
一次募集：４月中旬〜４月下旬    二次募集：９月下旬〜１０月上旬 

 

【どうやって申し込むのか？】 
おもにＴＩＰＳ上で募集案内を出します。お見逃しがないようご確認ください。 

 

【出願すれば必ず採用となるのか？】 
新規に出願する場合、学力基準・家計基準の両方を満たしていなくてはなりません。 

 

□種別・月額・貸与可能な期間について 

種別 概要 
貸与始期 

(いつから) 

貸与終期 

（いつまで） 

第一種奨学金 

（無利子） 

自宅 ２万、３万、４万、５万４千円（※1） 一次募集 

…４月から 

二次募集 

…１０月から 

採用時から 

標準修業年限

まで 

（最大48カ月） 

※2 

自宅外 
２万、３万、４万、５万、５万４千円（※1） 

６万４千円（※1） 

第二種奨学金 

（有利子） 
２万円～１２万円から選択（１万円単位で選択可能） 

一次募集 

…４～９月 

二次募集 

…１０～３月 

※1 最高月額は、併用貸与の家計基準に該当する場合のみ、利用できます。 
※2 成績不振者・素行不良者には「停止」・「廃止」等の措置がとられ、途中で貸与終了する場合があります。 

 
 

□第二種奨学金の利子について 
・貸与が終了した時より利子が発生します。 

・利率は上限３.０％となっていますが、貸与終了後に正式な利率が決定されます。 

日本学生支援機構 HP 上でも直近の貸与利率が公開されています。 

↑クリックすると日本学生支援機構 HP に移行します 

・出願時に、「利率の算定方法」（利子のつけ方）を、次のいずれかより選択します。 

「利率固定方式」・・・返還開始時に確定した利率が、返還完了まで適用される。 

「利率見直し方式」・・およそ５年毎に適用利率が見直される。 
 

 

 

https://www.jasso.go.jp/shogakukin/seido/riritsu/riritsu_19ikou.html
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△目次へ戻る 

□採用基準  

 

貸与奨学金は、審査の際、以下の「学力基準」および「家計基準」の両方を満たしている必要があります。 
 

① 学力基準 
 

奨学金種別 

学年 
第 一 種 第 二 種 

新入生 
高校成績が評定平均３.５以上の者、

またはそれに準ずる者であること 

出身学校における学業成績が、平均水準

以上の者、またはそれに準ずる者である

こと 

２年次生以上 
大学での学業成績が所属学科内で 

上位１/３以内であること 

大学における学業成績が平均水準以上で

あり、標準の修業年限で卒業見込みであ

ること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 家計基準 
 

（4人世帯・自宅外通学の場合の基準） 
 

 
 

 

 

 

 
 
※1 第一種①・・・第一種奨学金で最高月額以外の月額を選択可能 

※2 第一種②・・・第一種奨学金で最高月額を選択可能 
 

・父母双方の収入、または父母に代わって家計を支えている者の収入が選考の対象です。  

・基準額は各家庭の状況や通学形態等より変動しますので、上記金額は目安としてご覧ください。 

  

詳細は、日本学生支援機構が公開している 

進学資金シミュレーター（←クリックすると HPに移行） 

でおおよその試算ができますので、確認してください。   
 

 

 
第一種① 

（※1）   

第一種② 

（※2） 
第二種 併用貸与 

給与所得の世帯 ８５３万円以下 ８１０万円以下 １１９６万円以下 ８１０万円以下 

給与所得以外の世帯 ４４５万円以下 ４０２万円以下 ７８８万円以下 ４０２万円以下 

 
 
【２年次生以上の場合（４月時点での標準修得単位数）】 

原則として各学年の開始時に、下表の単位数（卒業要件に含まれるものに限る）を修得している 

こと。ただし、休学・再入学・編入学などの履歴がある場合は、この限りではありません。 
 

２年次生 

（第３セメスター開始時） 

３年次生 

（第５セメスター開始時） 

４年次生 

（第７セメスター開始時） 

３２単位 ６４単位 ９６単位 

※GPAは問いませんが、学修に意欲があり、４年間で確実に卒業できる見込みであること。 

※単位が不足すると、途中で奨学生の資格が「停止」や「廃止」となる場合があります。 

特に 4年次生進級時は、上記単位を修得していても、継続不可となる場合もあります。 

（例：卒業研究着手条件を満たしていない場合など） 

https://shogakukin-simulator.jasso.go.jp/
https://shogakukin-simulator.jasso.go.jp/
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△目次へ戻る 

□保証制度について 
 

貸与奨学金は、学生本人が返還不能となった時に備え、保証制度を決めておく必要があります。 

保証制度には次の２種類があり、必ずどちらかを選択しなければなりません。 
 

人
的
保
証
制
度 

本人の他に連帯保証人および保証人を設定し、３名体制で返還に臨む制度 
 

・本人が返還不能となった場合、連帯保証人に返還していただきます。 

・本人および連帯保証人が返還不能となった場合、保証人に返還していただきます。 

 

・連帯保証人および保証人には、採用後の返還誓約書作成時、また月額変更等の各種異動手続き 

の際に、提出書類への署名・捺印（実印）と印鑑登録証明書や、収入に関する証明書類を提出し

ていただきます。 

連帯保証人、保証人の選任条件は以下のとおりです。 

 

連帯保証人・・原則、父母のいずれか 

 

保証人・・・・以下の条件を満たす、おじ・おば・兄弟・姉妹・いとこなど 

① 本人・連帯保証人とは別生計であること 

② 父母を除く、４親等以内の成年親族であること（学生不可） 

③ 申込時に６５歳未満であること 

 

※その他、債務整理（破産手続き）中でないことなども選任条件に含まれます。 

 

機
関
保
証
制
度 

国の定める保証機関に保証を依頼する制度 
 

・本人が返還不能となり、一定期間の督促後、日本学生支援機構の請求に基づき、保証機関が 

奨学生（返還者）に代わって残額を一括返還します。  

保証機関が代位弁済した後は、保証機関より奨学生（返還者）に、その分の返還を請求します 

（求償権行使）。 

 

・機関保証制度を選択している場合、振込時に貸与月額の４％程度の金額が「保証料」として、 

保証機関より差し引かれ、残額が振り込まれます。 

（例：月額 50,000円の場合 → 約 2,000円が毎月差し引かれます。） 

 

・人的保証と異なり、連帯保証人や保証人を選任する必要はありませんが、有事の際の連絡先と 

して、本人以外の連絡先を１名設定する必要があります。 

（特に選任条件はないため、父母のいずれかで結構です。） 

 

・機関保証に正式に採用となった後、人的保証に変更することはできません。 

 

 
【注意！】 
  
・「予約採用」の場合 

高校で申込時には、誰を連帯保証人・保証人、または本人以外の連絡先にするかはまだ決まっていません。 

大学進学後の「進学届」提出時に正式な届出をすることになっています。 

また、「進学届」提出時であれば、保証制度を変更することは可能です。 
 
・「定期採用」の場合 

申込時点で制度の選択および人物の届出をしていただきます。                 
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△目次へ戻る 

日本学生支援機構貸与奨学金 予約採用者の手続き 

（高等教育の修学支援制度 含む） 

【対 象 者】高校等を通じて入学前に奨学金を申込んでおり、「令和５年度 大学等奨学生採用候補者 

決定通知」（以下、決定通知）が発行されている新入生 
 

 

 

○決定通知の交付書類コードが「Ｂ」または「Ｅ」の場合、「入学時特別増額貸与奨学金（日本政策金融 

公庫の手続き必要）」と記載があります。この一時金を受ける場合は所定の手続きが必要になります。 

    月額のみで問題ない方は、進学届提出（インターネット入力）時に、一時金のみ「辞退」してください。 
 

○予約採用時点で、保証制度をどちらにするか選択していますが、進学届の提出（インターネット入力） 

前なら保証制度は変更可能です。制度の違いや保証人等の選任条件について、「概要」で確認してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸与奨学金の採用後の流れは P.8、給付奨学金の採用後の流れは P.19で確認してください。 

 

※提出書類 
 
（１）令和５年度 大学等奨学生採用候補者決定通知【進学先提出用】・・・全員必要！（記入例 P6） 

あらかじめ裏面の「進学後記入欄」を記入しておいてください。 

提出時は、必ず【進学先提出用】と【本人保管用】を切り離し、【進学先提出用】のみ提出してください。 

 

（２）対象者のみ 

入学後、進学届提出から初回振込みまでの流れ 

①決定通知など、 

必要書類の提出 

引き換えに、「進学届」の入力に必要なＩＤ・パスワードを配付します。 

（引換方法や場所等は、各キャンパスで確認してください。） 

②「進学届」の提出 

大学に進学したことを機構に報告することで、振込が始まります。 

第１回 4/1 （土）～ 4/6 （木） 4/21（金）初回振込 

第２回 4/7 （金）～ 4/24（月） 5/16（火）初回振込 

第３回 4/25（火）～ 5/22（月） 6/9（金）初回振込 

第４回 5/23（火）～ 6/21（水） 7/11（火）初回振込 

③初回振込み 

入力後、上記スケジュールで振り込まれます。 

なお 4月分から採用時点までの奨学金がまとめて入金されます。 

 

例：第３回期間で入力 → 6/9（金）に 4～6月分が入金される  

対象者 必要書類 

給付奨学金の採用候補者 
・授業料減免申請書 Ａ様式１ 

（各カレッジオフィス窓口またはTIPSキャビネット内から取得） 

給付奨学金の採用候補者で自宅外通学生 

・通学形態変更届兼自宅外証明書送付状 様式35 

・自宅外通学を証明する書類 

（アパートの賃貸借契約書のコピー等） 

決定通知に「日本政策金融公庫の国の教育

ローンの申込：必要」と記載されており、

入学時特別増額貸与奨学金が必要な学生  

・国の教育ローンを利用できなかったことについての申告書 

・融資できない旨記載の通知文のコピー 

外国籍の学生 
・在留資格に係る申込資格を満たす証明書類 

（在留カードのコピー等） 

事前に確認しておきたいこと！ 
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△目次へ戻る 

□採用候補者決定通知 （見本）    

（表面）

  

（裏面） 

交付書類コードが「Ｂ」・「Ｅ」の方 

入学時特別増額貸与奨学金も  

貸与希望の方は、裏面３‐⑴の 

2 点の書類が必要です。 

↑貸与月額や保証制度など、一部の予約内容は 

進学届入力時に変更できます。 

表面の予約内容に合わせて 

裏面の設問に答えてください。 

（裏側の色付き部分も参照） 

全員必ず記入！  

【学籍番号】 

学生証番号のこと。 

【住所】 

提出時に住んでいる 

「現住所」を記入。 

【電話番号】 

ない場合は記入不要。 

１ は全員チェックが必要 

２、３（1）（2）は該当者のみ 

チェックが必要 
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△目次へ戻る 

日本学生支援機構貸与奨学金 新規出願（定期採用）手続き 

本奨学金は、毎年４月または９月に新規出願が可能です。 

 

【対象者】 
新規に出願を希望する１セメスター〜８セメスターの学生 

※受給中（予約採用中）の奨学金種別の変更または新たに追加希望する学生も含みます 

※給付奨学金（高等教育の修学支援新制度）も希望する方は、同時に申込みとなります。 

 

◎大学への学費の支払い期日は、春学期が 4/20頃、秋学期が 10/20頃となっています。本奨学金を利用して、 

当該学期の学費納入を考えている方は、出願と並行して、「学費延納願」を提出してください。 

 
 

        出願書類を大学から受け取る 

配布期間、方法等については所属のカレッジオフィスでご確認ください。 

 

出願が完了するまでの主な手続き 

一次（春学期） 

４月～５月頃 

 

二次（秋学期） 

９月～１０月頃 

 

※キャンパスによ

って異なります。 

① 出願書類を大学に提出 同意書や証明書類等を提出いただきます。 

② インターネット上で 

出願入力 

この入力を基に「返還誓約書」が作成されます。 

誤入力をすると、「返還誓約書」提出時に訂正が必要と 

なり、今後の振込に影響します。 

③ マイナンバー提出書を 

日本学生支援機構に提出 

（郵便局から直接簡易書留

で送る） 

インターネット上で出願入力後、一週間以内に郵送で 

提出してください。 

マイナンバー情報の提出をもって出願完了となります。 

 

採用者となってからの主な手続き（「概要」ページも参照） 

一次（春学期） 

６月～７月頃 

 

二次（秋学期） 

１１月～１２月頃 

 

※キャンパスによ

って異なります。 

① 採用結果の発表および 

初回の奨学金振込み 
採用結果はＴＩＰＳにて通知します。 

② 採用手続き書類の配付 
今後、受給する上での重要事項の伝達や、返還誓約書などの

採用手続き書類の配付を行います。 

③ 返還誓約書の提出 

「返還誓約書」の提出が遅れると、振込がとまります！！ 

家族の署名・捺印（人的保証のみ）や、各種証明書類の取得

も必要です。 

 

手順１ 

手順３ 

手順２ 
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△目次へ戻る 

□採用から返還までの大まかな流れ 

※「予約採用」および「定期採用」の詳細については、該当ページをご確認ください。 

採
用
決
定
後
、
１
～
２
か
月
の
間 

１，正式な採用者として決定 
 
Ⅰ予約採用 入学後に手続きを行うことで、定期採用より早い期間から採用が決定されます。 

Ⅱ定期採用 新規出願後、審査を経て、決定されます。 
 

毎月の振込みについて・・・採用が決定した時点から、振込みは始まります。 

振込日→毎月１１日（土・日・祝日と重なった場合は、その直前の金融機関営業日） 

（注）４月は２１日、５月は１６日と、通常の振込日と異なっています。 

２，採用手続き書類の配付（初回振込み後に実施) 

正式に採用者となった方に対し、「奨学生証」や「返還 誓約書」といった重要書類を 

お渡しします。配付方法についてはＴＩＰＳ等で連絡しますので、初回振込後に必ず 

確認してください。 

３，返還誓約書の提出 

「返還誓約書」は大学が定めた期間までに作成し、添付書類と合わせて提出してください。 

 返還誓約書の提出時に必要な添付書類 ※保証制度によって添付書類が異なります。 

＜人的保証＞ 

・収入に関する証明書類（連帯保証人） 

・印鑑登録証明書（連帯保証人および保証人） 
＜機関保証＞ 

・保証依頼書 
 

【注意】提出を怠った場合には次の措置が取られることがあります。 

・振込みが止められ奨学金が「廃止」となります。 

・機構より、その時点までに振り込まれた奨学金を一括で返還するよう請求されます。 

毎
年
１
２
月
～
１
月 

４，次年度への継続手続き 詳細はＰ．９ 

本奨学金は、年１回（１２月～１月にかけて）、継続の手続きを行う必要があります。 

（手続き方法、日程等は１２月にＴＩＰＳで連絡します。） 
 

【注意】 

▼ 手続きを行えば必ず継続されるわけではありません。人物・学業・経済状況などを総合的 

 に審査し、学業不振者・素行不良者には、「警告」「停止」「廃止」の措置が取られます。 

▼ 手続きを怠った場合、奨学金が「廃止」となります。 

当該年度３月までで奨学金の貸与が終了となり、返還手続きが求められる場合があります。 

貸
与
終
了
時 

５，返還用口座の設定 詳細はＰ．１１ 
 
貸与終了する学生に、返還に関する書類を配付します。今までの貸与総額や返還計画などが

記載された「貸与奨学金返還確認票」及び「 口座振替（リレー口座）加入申込書」をお渡し

します。 

この用紙に必要事項を記入の上、金融機関窓口にて返還していく口座（リレー口座）を設定

します。（満期で貸与終了する学生には、４年次生の秋に配布） 

【注意】リレー口座を設定しないと返還の延滞に繋がるため、貸与終了時は必ず設定すること。 

＊「人的保証」「機関保証」

とは？ 詳細はＰ.４ 



 

9 

△目次へ戻る 

日本学生支援機構貸与奨学金 継続手続き 

（１）手続きについて 
   

年１回（１２月～１月にかけて）、「奨学金継続願」の手続きを行う必要があります。 

     継続の要件や詳細な手続き方法・日時については 12月以降にＴＩＰＳにて連絡します。 

 

 

（２）どのように手続きを行うのか 
    

機構の奨学金ポータルサイト「スカラネット・パーソナル」（←クリックすると HPに移行） 

から、奨学生個別のページにログインし、手続きとなります。 
    

 

 

 

 

 

 
 

誤った内容で届出してしまうと、後々の回復作業に手間がかかってしまいます。 

配付する「継続願入力準備用紙」を事前に作成し、それを基に入力してください。 

 

 

（３）手続きを怠った場合はどうなるのか 
 

・手続きを怠った場合、奨学金が「廃止」となります。 
当該年度３月までで奨学金の受給が終了となり、返還手続きが求められる場合があります。 

 
・ただし、手続きを行えば必ず継続されるわけでもありません。 

人物・学業・経済状況などを総合的に審査し、その上で学業不振者・素行不良者に 

対しては、「警告」、「停止」、「廃止」などの措置が取られることがあります。 
 

 

（４）４月以降の手続きについて 
    

・「継続」…通常通り振り込まれます。（４月の振込日は２１日です。ご注意ください。） 

 

   ・「警告」…通常通り振り込まれますが、４月下旬～５月上旬にかけて、機構から学生宛の 

通知文が大学に送られてきます。届き次第ご連絡します。 

 

   ・「停止」または「廃止」…４月以降の振込みはありません。 

その後の対応については追って連絡します。大学からの電話、またはＴＩＰＳ上で 

連絡が来ていないか確認してください。 
 

 

 

注意！ 

「スカラネット・パーソナル」とは、申込時に利用する「スカラネット」とは別のシステムで、 

採用から返還が完了するまで利用するシステムですので、各自で登録を済ませておいてください。 

初めて利用する際に「新規登録」が必要です。採用後に各自で、今後ログインする際に必要な 

ユーザーID・パスワードを自由に設定します。パスワードは定期的に変更してください。     

https://scholar-ps.sas.jasso.go.jp/
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△目次へ戻る 

日本学生支援機構貸与奨学金 異動手続き 

   ・機構に登録されている各種情報を変更することを「異動手続き」と言います。 
  
   ・基本的に「返還誓約書」を提出した後でないと、各種届出はできません。 

また、下記事項が自身に発生する（した）場合、速やかに所属のカレッジオフィスに届出をしてくだ

さい。 

 

異動の内容 所定の手続きをしないと・・・ 

大学を休学・退学する 

機構の規程により、休学または退学となった時点で振込みを止めなく

てはならない。 

※連絡が遅れると余分な振込みが発生し、場合によっては返金が必要

になるため、早めに相談すること。 

大学を除籍となる 

（主に学費未納の場合など） 

休学・退学と同様、機構の規定により、除籍となった時点で振込みを

止めなくてはならない。 

期限までに学費の支払いが困難な場合、学費延納制度があるので、早

めに相談すること。 

貸与が終了する 

（満期終了の他、途中辞退、 

廃止となる場合を含む） 

奨学金の返還は貸与終了より７か月後からはじまる。 

途中辞退した、廃止となった場合は、在学中の返還猶予の手続きを 

しないと、すぐに返還が始まることになる。 

氏名が変わる 
機構の登録と氏名（特に振込口座）が異なる場合、内容不一致により、

振込みが止まる可能性がある。 

学部・学科が変わる 

（転学部・転学科） 

今後、機構から発行される各種書類が古い情報のまま作成され、配付の

際に混乱が生じる恐れがある。 

海外の大学へ留学する 

（休学または空セメ） 

休学の場合・・・通常は休止する必要があるが、３カ月以上の留学の 

場合、留学中も貸与が認められる場合があります。 
 

空セメの場合・・・「空セメ」とは授業を履修しないセメスターのこ

とを言います。授業を履修していなくても在学中と同じ扱いとなるた

め、振込みを止める必要はない。 

 

◎任意の変更が不可、または変更できない項目 
    

・第二種から第一種への変更を希望する場合は、第一種の新規出願が必要です。 

     

・採用時に機構に登録された個人情報（電話番号、メールアドレス等）は、貸与中は基本的に 

変更できません。 

ただし住民票の住所と、それに伴う電話番号の変更のみ、随時変更を受け付けています。 

所属のカレッジオフィスへご相談ください。また並行して、大学への住所変更届出も必ず行ってくだ

さい。 
    

・貸与が終了、または終了間近になると、いくつかの項目が変更できなくなります。 

特に利率の算定方法（利子の付け方）など、返還に関する項目は事前に見直してください。 
    

・返還時の割賦方法（分割払いの方法）は、採用時に選択したものを変更できません。 
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△目次へ戻る 

日本学生支援機構貸与奨学金 返還手続き 

 

（１）返還の開始時期・分割方法について 
   
・返還は、貸与終了の翌月から数えて７か月目から開始されます。３月卒業（修了）の場合は、その年の 

１０月から開始となります。これは途中辞退や、退学による貸与終了の場合も同様です。 

途中辞退の場合は、「在学猶予願」を提出しないと、在学中から返還が始まるので、ご注意ください。 
 
・毎月の返還額は、貸与総額に応じて機構が自動的に設定した金額と、各自が設定した割賦方法により決定さ

れます。 

割賦方法は二通りあり、返還誓約書提出時に選択することになっています。選択後の変更はできません。 

① 月賦返還 … 毎月定額での返還 

② 併用返還 … 返還金の半分は毎月返還し、もう半分は半年に１回返還する、月賦と半年賦とを併せた返還 
 

・貸与終了の前後で、金融機関の窓口で返還用口座（リレー口座）の設定をしていただきます。 

 

（２）延滞してしまった場合 
 

・リレー口座を設定しなかった、残高不足で引き落としができなかったなどの場合、「延滞」となります。 

延滞金が発生する他、一定期間、延滞が続いてしまった場合、機構から「個人信用情報機関」に個人情報が 

提供され、消費者ローンが組めなくなる、クレジットカードの使用が停止される、といった処置が取られる 

恐れがあります。十分ご注意ください。 

  

（３）返還の猶予 
   
 ・貸与終了後も引き続き在学する場合（途中辞退や大学院への進学、留年する場合など）は、 

「在学中の返還猶予願」を提出することで、返還開始を待ってもらうことができます。 

こちらは貸与終了後の翌月以降、各自スカラネット・パーソナルを利用して届出してください。 

   （届出時に、キャンパスごとの「学校番号・区分」の入力が必要です。所属のカレッジオフィスに確認の上、 

詳細な入力方法は、日本学生支援機構 HPからご確認ください。→ 在学猶予 | JASSO ） 
  

 

・卒業生も経済的に返還が困難であると判断されれば、猶予が可能です。 

日本学生支援機構の奨学金相談センター まで直接お問い合わせください。 

 

（４）返還時の利率について（第二種奨学金のみ） 
 
・第二種奨学金の返還時の利率は、貸与終了後に決定されます。 

 
・返還手続きの際に配付される「貸与奨学金返還確認票」には、上限利率の 3.0％で仮の記載・計算が 

されています。詳細は日本学生支援機構 HP↓からご確認ください。 

平成 19年 4月以降に奨学生に採用された方の利率 | JASSO 

 

（５）具体的な返還計画の試算について 
    
・日本学生支援機構 HPの「奨学金貸与・返還シミュレーション」から、返還計画の試算が可能です。 

特に第二種奨学金の場合、返還時の利率を細かく設定して試算することができますので、参考に 

してください。 

 

  

https://www.jasso.go.jp/shogakukin/henkan/houhou/zaigaku_yuyo.html
https://www.jasso.go.jp/shogakukin/henkan/info.html
https://www.jasso.go.jp/shogakukin/about/taiyo/taiyo_2shu/riritsu/2007ikou.html
https://www.jasso.go.jp/shogakukin/about/taiyo/taiyo_2shu/riritsu/2007ikou.html
http://simulation.sas.jasso.go.jp/simulation/
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△目次へ戻る 

日本学生支援機構貸与奨学金 家計が急変したとき 

本奨学金は、やむを得ない事由により家計が急変（事由発生時点から１年以内）した方で、次表の 

いずれかに該当する場合、年度の途中においても出願が可能です。 

ただし、該当する事由を証明する書類が提出できない場合は出願できません。 
 

相談窓口：所属のカレッジオフィス奨学金担当 

 

※給付奨学金の家計急変採用は「出願可能な事由」が異なります。詳細は、「高等教育の修学支援新

制度」ページをご確認ください。 

 

※下図は一例です。これ以外にも、急変が生じていると判断できれば申請可能な場合があります。 

 緊急・応急の出願が可能な事由  事由を証明する書類 

生計維持者の失職、退職、休職など 

解雇通知，退職証明書，雇用保険被保険者 

離職票，雇用保険受給資格者証等 

（離職年月日と失業の事実が確認できるもの 

生計維持者の破産 

 破産手続開始決定の通知書等 

（民事再生法等の法的申立てを行っていること 

が確認できるもの） 

 生計維持者の病気 

 診断書，治療計画書，医療費の領収書等 

（病気による就業困難や治療費による支出の 

増大が確認できるもの） 

 生計維持者の離別 
 戸籍謄本（抄本），離婚届受理証明書等 

（離別年月が確認できるもの） 

 火災・風水害・震災などの他、災害救助法の 

適用を受ける著しい被害、またはそれに準ずる 

被害を受けた場合 
罹災証明書、被災証明書等 

 新型コロナウイルス感染症の影響によるもの 

 公的支援の証明書，勤務先発行の減給と 

なる旨の通知文等 

（減収した年月が確認できるもの 

 
※奨学金種別・貸与月額など 

学年 奨学金種別 貸与月額 
いつから 

（貸与始期） 

いつまで 

（貸与終期） 

全

学

年 

緊急採用 

（第一種） 

「第一種」奨学金

の基準に準ずる 

 

家計急変の事由が発生し

た月～2024年3月の間で希

望する月 

原則、採用となった年度の 

３月まで 

応急採用 

（第二種） 

「第二種」奨学金

の基準に準ずる 

2023年4月～2024年3月の

間で希望する月 

標準修業年限が終了する

まで 

 

※ 本制度は、あくまで年度の途中で採用機会を設けるものです。すでに日本学生支援 

機構奨学金の第一種・第二種の貸与を受けている場合、重複して同種の奨学金の貸与を 

受けることはできません。 
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△目次へ戻る 

日本学生支援機構貸与奨学金 概要（大学院生） 

勉学に励む意欲があり、またそれにふさわしい能力を持った学生が経済的理由により修学をあきらめる

ことのないよう支援することを目的として国が実施する奨学金制度です。 
  

□申込について 申込方法は、以下の二つがあります。 
 

① 予約採用（学部４年次生時に出願） 
  

大学院進学が決定している方が、事前に奨学金を申し込んでおく制度です。 

採用候補者となった場合、進学後に「進学届」を提出することで貸与が開始します。 

（学部生と同様、提出時期によって、振込み開始が異なります。） 
 

※申込の受付は、現在所属しているキャンパスで行います。 

進学先が他大学となる場合は直接進学先大学までお問い合わせください。 

  ※以前に受けた奨学金については、大学院の奨学金貸与期間は在学猶予が適用されます。 

   (ただし、申請時に学部生時代の奨学生番号を入力し、採用となった場合に限ります。) 
 

（申込スケジュールの例） 

１０月初旬 

 

予約募集の案内 

出願書類の配布 

１０月中旬～下旬 

 

願書の提出および 

インターネット入力 

翌年１月中旬～下旬 

 

採用発表および 

採用候補者決定通知 

の配付 

４月以降 

（大学院入学後） 

 

「進学届」の提出に

より、振込み開始 

５月下旬以降 

 

返還誓約書の 

提出 

 

 

 

 

② 定期採用（大学院入学後に出願） 
 
大学院進学後に、奨学金を申請する制度です。 

定期採用(春募集)の場合、４月～５月に申請し、採用者として決定・初回振込は７月となる

予定です。 

また、秋募集の場合は、９月～１０月に申請し、採用者として決定・初回振込は１２月とな

る予定です。 

※在学猶予は、大学院進学後にスカラネット・パーソナルより行ってください。 

 

（申込スケジュールの例） 
４月中旬～下旬 

 

新規募集の案内 

出願書類の配布 

４月下旬～５月上旬 

 

願書の提出および 

インターネット入力 

７月上旬 

 

採用発表および 

初回振込み 

７月下旬 

 

採用手続き書類の 

配布 

８月下旬 

 

返還誓約書の提出 

 
※保証制度や、採用後の各種手続きについては、「P2 概要（学部生）」の項をご参照ください。 

 

 

 

 

 



 

14 

△目次へ戻る 

□奨学金の種類 
 併願（第一種不採用時に第二種希望）や併用（第一種・第二種両方を貸与）も可能です。 

併用貸与の場合、貸与総額(返還総額)が多額になる場合がありますので、本当に併用貸与を必要とするかよ 

く考えてください。申し込む場合は、卒業後に返還することを考えて貸与月額を慎重に選択してください。 

種 別 課 程 貸  与  月  額 

第一種奨学金 

（無利子） 

修士・博士課程前期 ５万円または８万８千円 

博士・博士課程後期 ８万円または１２万２千円 

第二種奨学金 

（有利子） 
大学院の全課程 ５・８・１０・１３・１５万円から選択 

 

 

□選考基準 修学状況と本人および配偶者の収入金額とを総合的に判断し決定します。 
 

①学力基準 

イ)大学等・大学院における成績が優れ、将来、研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必

要な高度の能力を備えて活動することができると認められる者 

ロ)大学院における学修に意欲があり、学業を確実に修了できる見込みがある者 
 

②家計基準 

本人および配偶者(配偶者は定職収入がある場合のみ)の収入金額が、該当の収入基準額以下である

ことが必要です。 
 

課 程 第一種 第二種 併用貸与 

修士・博士課程前期 ２９９万円以下 ５３６万円以下 ２８４万円以下 

博士・博士課程後期 ３４０万円以下 ７１８万円以下 ２９９万円以下 
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返還支援制度 

日本学生支援機構（JASSO）奨学金や地方育英奨学金の返還免除や返還の一部を支援する制度があります。 

 

●日本学生支援機構の制度（大学院のみ） 
 

特に優れた業績による返還免除制度について 

 

   日本学生支援機構第一種奨学金（大学院）の貸与を受けた者で、在学中に特に優れた業績をあ

げた者について、奨学金の全部または一部（半額）が免除される制度です。 

（申請方法については、時期が来たら各カレッジオフィス、または研究科の各指導教員に確認

してください。） 

 

対 象 者：≪第一種奨学金≫の貸与を受け、当該年度に貸与が終了する大学院生 

※貸与終了または辞退する年度のみの申請となりますので、ご注意ください。 
 

免除人数：≪第一種奨学金≫の貸与期間終了者数の 100 分の 30 以下 

 

免 除 額：全額免除…免除人数のうち、推薦順位の上位 3 分の 1 以内の者 

半額免除…免除人数のうち、推薦順位の上位 3 分の 2 以内の者 
 

評価対象：学問分野での成果や発明・発見、専門分野に関する文化・芸術・スポーツにおける

活躍、ボランティア等での社会貢献等 
 

募集時期：貸与終了年度の１２月末～翌年１月以降、研究科を通じて出願 

     ※途中辞退する場合は、辞退した年度中に申請が必要です！ 
 

結果発表：翌年７月下旬以降に日本学生支援機構より採用者本人宛に通知されます。 
 

年  度 課  程 貸与終了者数 全額免除認定者数 半額免除認定者数 

2019  
修 士 128 13 26 

博 士 11 1 3 

2020 
修 士 117 12 23 

博 士 12 1 2 

2021 
修 士 122 13 24 

博 士 9 2 3 
 
博士課程の新入生で、貸与終了までに特に優れた業績をあげると見込まれる方に限り、上記返還免除の内定を受けられる

制度があります。内定者となった場合、博士課程在学かつ貸与期間中に優れた業績を挙げ、貸与終了年度に改めて「特に

優れた業績による返還免除」を申請することで、正式に返還免除候補者として推薦されます。申請時期は概ね 12 月～翌年

１月となります。 

2023 年度からは、修士課程への進学を希望している方が対象となる返還免除内定制度が始まりました。対象者の要件は、

大学学部時に修学支援新制度を利用している、または修学支援新制度は利用していないが、住民税非課税世帯の方が対象

となります。 

 

●地方自治体の制度 
 

地方公共団体および地元産業界が協力した返還支援や都道府県独自の奨学金がありますので、Ｕ・Ｉ・Ｊターン等の就職

の際には、それぞれの自治体等にご確認ください。 
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高等教育の修学支援新制度 概要 

  

非課税世帯およびそれに準ずる世帯の学生に対して、給付奨学金・授業料等減免の支援を行う制度です。 
 

【支援内容】 

所得に応じて、採用の区分は３段階に分かれます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※毎年 10月に所得による見直しがあり、区分が変更した場合は、減免額・給付額が変更または停止となります。 

※入学金の減免は、予約採用者または 1セメスター目に採用された在学採用者のみが対象です。 
 

【支援期間】 

採用時から標準修業年限（卒業するまで）に限ります。ただし、家計状況や学業成績によっては、 

年度途中の区分変更や「停止」・「廃止」等の措置がとられることもあります。 

「停止中」であっても資格は継続しますので、卒業するまでは定期的に手続きが発生します。 
 

【併給調整】 

修学支援新制度を利用する方が、日本学生支援機構の第一種奨学金（無利子）の貸与を受ける場合、 

同時に受けることができる第一種奨学金の月額が以下の額に調整されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【申請方法】 

   次の２通りがあります。 

① 予約採用 

高校在学中に申込み、採用候補者となっている新入生が、進学後手続きを行い採用者となります。 

② 定期採用： 

大学入学後、新規募集（４月または９～１０月）に申込み、採用者となります。 

また、生計維持者の死亡や事故、病気など予期できない事由で家計が急変（家計急変）した場合、 

事由発生後 3か月以内であれば家計急変採用の対象として出願可能です。 

 給付型奨学金（月額） 授業料等減免 

自宅通学 自宅外通学 入学金（１回） 授業料（年額） 

第Ⅰ区分 
住民税非課税世帯 

38,300円 

(42,500円) 
75,800円 上限 26万円 上限 70万円 

第Ⅱ区分 
第Ⅰ区分の 2/3 

25,600円 

(28,400円) 
50,600円 上限 17.3万円 上限 46.6万円 

第Ⅲ区分 
第Ⅰ区分の 1/3 

12,800円 

(14,200円) 
25,300円 上限 8.6万円 上限 23.3万円 

 第Ⅰ区分 第Ⅱ区分 第Ⅲ区分 

自宅通学生 0円 0円 21,700円 

自宅外通学生 0円 0円 19,200円 

注意！：併給調整により、第一種奨学金の貸与月額が 0円の場合でも、「第一種貸与奨学生」と

して、返還誓約書や継続願の提出等の手続きをする必要があります。 

「第一種貸与奨学生」としての身分があることで、家計状況に変更があり修学支援新制度の区分

が「支援区分Ⅲ」や「支援区分外」で「停止」となった場合、自動的に第一種奨学金の振込が開

始されます。「第Ⅲ区分」の場合は上記の額、「支援区分外」の場合は本来設定していた金額に戻

ります。 
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★採用基準  
 

採用になるには、以下の要件を全て満たしている必要があります。 
 

① 学業成績や学修意欲に関する要件 
 

新入生 ２年次生以上 

次のいずれかに該当すること 

 

①高校等における評定平均値が 3.5以上である

こと 

②高等学校卒業程度認定試験の合格者 

③将来、社会で自立し、活躍する目標を持って 

学修する意欲を有していることが、学修計画 

書等により確認できること 

大学での学業成績が次のいずれかに該当する

こと 

 

①所属学科における上位 1/2位以内であること 

②修得した単位数が標準単位数以上であり、 

かつ、将来、社会で自立し、活躍する目標を 

持って学修する意欲を有していることが、学 

修計画書等により確認できること  

 

② 世帯収入や資産に関する要件 
 
 次のア・イいずれにも該当する者 

 

ア 収入に関する基準 
第Ⅰ区分 学生本人と生計維持者の市町村民税所得割が非課税であること 

  第Ⅱ区分 学生本人と生計維持者の支給額算定基準額が 100円以上 25,600円未満であること 

  第Ⅲ区分 学生本人と生計維持者の支給額算定基準額が 25,600円以上 51,300円未満であること 

 

イ 資産に関する基準 
学生本人と生計維持者（2人）の資産額の合計が 2,000万円未満であること 

(生計維持者が 1人の場合は 1,250万円未満) 
 

※支給額算定基準額＝課税標準額×6％－（調整控除額＋調整額）（100円未満切り捨て） 

   詳細は、「進学資金シミュレーター（←クリックするとＨＰに移行）」でおおよその試算が 

できます。出願前に確認してください。 

 

 

 

  

その他、以下の要件も満たしていないと出願ができません！ 
   

③ 高校卒業から入学までの期間に係る要件 
 高校を卒業した日の属する年度の末日から、大学に入学した日までの期間が２年を経過していない者 

 ※編入学や転学、高等学校卒業程度認定試験に合格している方は、別途基準があります。 

 

④ 国籍・在留資格等に関する要件 
・日本国籍を有していること 

・外国籍の場合、ア～ウいずれかに該当する人 

ア 法定特別永住者 

イ 在留資格が「永住者」、「日本人の配偶者」、「永住者の配偶者等」 

ウ 在留資格が「定住者」であって、日本に永住する意思がある人 

 

https://shogakukin-simulator.jasso.go.jp/
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高等教育の修学支援新制度 新規出願（定期採用）手続き 

 

本奨学金は、毎年４月と９月に新規出願が可能です。（原則年２回の募集となっていますのでご注意ください。） 

 

【対象者】 
新規に出願を希望する１セメスター〜８セメスターの学生 

※貸与奨学金も希望する方は、同時に申込みが可能となります。 

 

◎大学への学費の支払い期限は、春学期が 4/20頃、秋学期が 10/20頃となっています。本制度を利用して 

当該学期の学費納入を考えている方は、出願と並行して、「学費延納願」を提出してください。 

 

        願書の受け取り 

配布期間、方法等についてはキャンパスごとに異なりますので、各自ご確認ください。 

 

出願が完了するまでの主な手続き 

一次（春学期） 

４月～５月頃 

 

二次（秋学期） 

９月～１０月頃 

 

※キャンパスによ

って異なります。 

① 出願書類を大学に提出 
確認書、授業料減免申請書や証明書類等を提出いただき

ます。 

② インターネット入力 スカラネット入力が必要となります。 

③ マイナンバー提出書を 

日本学生支援機構に提出

（郵便局から直接簡易書留  

で郵送） 

インターネット上で出願入力後、一週間以内に郵送で 

機構に提出してください。 

マイナンバー情報の提出をもって出願完了となります。 

 

採用者となってからの主な手続き（「概要」ページも参照のこと） 

一次（春学期） 

６月～７月頃 

 

二次（秋学期） 

１１月～１２月頃 

 

※キャンパスによ

って異なります。 

① 採用結果の発表および 

初回の奨学金振込み 
採用結果はＴＩＰＳにて通知します。 

② 採用決定書類の配付 
今後、受給する上での重要事項の伝達や、採用決定に 

関する重要書類の配付を行います。 

  

 ※採用された学期の納入済みの授業料等減免分については、奨学金振込口座に還付いたします。 

    

手順３ 

手順１ 

手順２ 
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□採用から給付終了までの大まかな流れ 

※「予約採用」および「定期採用」の詳細については、該当ページをご確認ください。 

毎
年
10
月
頃 

６，家計による支援区分の見直し[適格認定(家計)](重要) 
 

奨学金支給期間中、毎年、奨学生本人及び生計維持者の経済状況に応じた支援区分の 

見直しを行い、10月以降の1年間（家計急変の場合は3か月ごとの）、支援区分が決定 

されます。 

支援区分の見直し結果については、スカラネット・パーソナル「奨学生番号ごとの 

詳細情報」画面の支援区分適用履歴で確認することが可能です。 

毎
年
１２
月
～
１
月 

７，次年度への継続手続き[適格認定(学業)](重要)  
年１回（１２月～１月にかけて）、「奨学金継続願」の手続きを行う必要があります。 

（手続き方法、日程等は別途連絡します。）(P20も参照) 
【注意】 

▼ 手続きを行えば必ず継続されるわけではありません。人物・学業・経済状況などを総合 

的に審査し、その上で学業不振者・素行不良者には「警告」・「廃止」の措置が取られ 

ます。「廃止」となった場合は、給付始期に遡って返還が求められる可能性があります。 

▼ 手続きを怠った場合、奨学金が「停止」となり、4月以降の振込がとまります。 

採
用
決
定
後
、
１
～
２
か
月
の
間 

１，正式な採用者として決定 
 
Ⅰ予約採用 入学後に手続きを行うことで、定期採用より早い期間から採用が決定されます。 

Ⅱ定期採用 新規出願後、審査を経て、決定されます。 
 

毎月の振込みについて・・・採用が決定した時点から、振込みは始まります。 

振込日→毎月１１日（土・日・祝日と重なった場合は、その直前の金融機関営業日） 

（注）４月は２１日、５月は１６日と、通常の振込日と異なっています。 

２，採用手続き書類の配付（初回振込み後に実施) 

正式に採用者となった方に対し、「奨学生証」等の重要書類をお渡しします。配付方法につい

ては、ＴＩＰＳで連絡しますので、初回振込後に必ず確認してください。 

３，自宅外証明書類等の提出 

自宅外通学の方は自宅外通学を証明する書類（賃貸借契約書など）の提出が必要です。 
 
【注意】提出を怠った場合、振込金額は自宅月額のままとなります。 

毎
年 

４
月
・
10
月 

４，在籍報告手続き(年２回) (P20も参照) 
 
年２回（４月・１０月）、日本学生支援機構に大学に在学していることを報告する 

「在籍報告」の手続きを行う必要があります。（手続き方法、日程等は別途連絡します。） 
 

【注意】手続きを怠った場合、奨学金は「停止」となり、振込がとまります。 

毎
年 

２
月
・
８
月 

５、授業料減免の継続申請書の提出 

年間２回授業料減免の継続申請書の提出が必要です。 

（手続き方法、日程等は別途所属のカレッジオフィスから連絡します。） 
【注意】締切りまでに提出を怠った場合、次学期以降の授業料は減免されません。 

https://scholar-ps.sas.jasso.go.jp/mypage/
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高等教育の修学支援新制度 在籍報告手続き 

年２回（４月・１０月）に、機構に、大学に在学していることを報告する「在籍報告」の 

手続きを行う必要があります。（手続き方法、日程等はＴＩＰＳで連絡します。） 

  ※採用初年度は、４月の在籍報告手続きはありません。 

 
機構が開設している奨学金ポータルサイト「スカラネット・パーソナル」（←クリックすると HPに移行） 

から、奨学生個別のページにログインし、そこからの届出となります。 

 

 

 

    

 

 
 
手続きを怠った場合、奨学金が「停止」となり、翌月以降の振込が止まります。 

高等教育の修学支援新制度 継続手続き 

年１回（１２月～１月にかけて）、「奨学金継続願」の手続きを行う必要があります。 
機構が開設している奨学金ポータルサイト「スカラネット・パーソナル」（←クリックすると HPに移行） 

から、奨学生個別のページにログインし、そこからの届出となります。 
 
 ◎授業料減免の継続申請書について 

・年間２回（２月・８月）授業料減免の継続申請書の提出が必要です。 

学校の指定した期日までに提出を怠れば、次学期以降の授業料は減免されません。 

よって正規の授業料をお支払いいただくことになります。 
 
◎適格認定(学業)について 
・提出された「奨学金継続願」、「学修状況報告書」の内容と人物・学業・経済状況などを総合的に審査し、 

次年度奨学金継続の可否を判断します。学業不振者・素行不良者には、「警告」、「廃止」の措置が取られます。 

「廃止（返還あり）」になった場合、当該年度に減免された授業料の追加納入および支給された給付奨学金の 

返還が求められます。 
 

◎学業成績基準 
 

区分 学業成績の基準（以下のいずれかに当てはまる場合） 次年度以降の給付奨学金 次年度以降の授業料減免 

廃止 

（返還

あり） 

・修得単位数が標準単位数の１割以下 

・出席率が１割以下など、学修意欲があるとは 

認められない場合 

振り込まれません。 

また当該年度に支給された

奨学金を返還していただき

ます。 

授業料の減免はありません。

また、減免済みの授業料相当

額を追加納入していただきま

す。 

廃止 

（返還

なし） 

・標準修業年限で卒業できないことが確定 

・修得単位数の合計数が標準単位数の５割以下 

・出席率が５割以下など学修意欲が著しく低い状 

況にあると認められること。 

・連続して警告に該当した場合  

振り込まれません。 授業料の減免はありません。 

警告 

・修得単位数の合計数が標準単位数の６割以下 

・GPAが下位４分の１の場合 

・出席率が８割以下など学修意欲が低い状況にある 

と認められること。 

振り込まれます。 授業料は減免されます。 

継続 廃止、警告以外の者 振り込まれます。 授業料は減免されます。 

注意！ 

「スカラネット・パーソナル」とは、申込時に利用する「スカラネット」とは別のシステムで、 

採用後に利用することになるシステムですので、各自で登録を済ませておいてください。 

初めて利用する際に「新規登録」が必要です。採用後に各自で、今後ログインする際に必要なユー 

ザーID・パスワードを自由に設定します。定期的に再設定も必要なため、ご注意ください。     

https://scholar-ps.sas.jasso.go.jp/
https://scholar-ps.sas.jasso.go.jp/
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高等教育の修学支援新制度 家計が急変したとき 

本奨学金は、予期できない事由により家計が急変（事由発生時点から３か月以内）した方で、 

次表のいずれかに該当する場合、年度の途中においても出願が可能です。 

ただし、該当する事由を証明する書類が提出できない場合は出願できません！ 
 

※〔事由対象者〕とは、主たる家計支持者（父または母など）を指します。 

※貸与奨学金の緊急・応急採用は「出願可能な事由」が異なります。詳細は、日本学生支援機構貸

与奨学金「家計が急変したとき」ページをご確認ください。 

 

１．対象者の要件 

（１）家計急変の事由 

 事 由 
※家計の急変が伴わない場合、出願不可です。 証明書類 

A．生計維持者の一方（又は両方）が死亡 

下記のいずれか 

・戸籍謄本（抄本） 

・住民票（死亡日記載） 

B．生計維持者の一方（又は両方）が事故または 

病気により半年以上、就労が困難な場合 
医師による診断書および病気休職中であること 

の証明書 

C．生計維持者の一方（又は両方）が失職 

（非自発的失業の場合に限る） 

・雇用保険受給資格者証(第1面・第3面・第4面) 

※上記書類の提出ができない場合は雇用保険

被保険者離職票+所定様式「雇用保険受給資格

者証を提出できない理由を記載した事情書」 

D．震災・火災・風水害等に被災した場合で 

あって、次のいずれかに該当 

 

①上記A～Cのいずれかに該当 

②被災により、生計維持者の一方（または両方） 

が生死不明、行方不明、就労困難など世帯 

収入を大きく減少させる事由が発生 

罹災証明書 

[新型コロナウイルス感染症の影響による場合] 

公的支援の証明書及び事由発生日の翌月分～申請月

の前月分(※１)の給与明細書・帳簿(※２)等 

※１ 事由発生当月に申請する場合のみ事由発生当

月分 

※２ 帳簿には「(様式)自営業等の所得金額計算書」

の添付 
 

E． 家庭内暴力からの避難等に該当 公的機関による保護証明書 

 
       ※次の事由については、被災した場合（上表 Dに該当する場合）を除き、対象とはなりません。 

     ・生計維持者の離婚または失踪 

     ・定年退職、自発的失業 

     ・雇用保険に加入していない生計維持者（会社経営者等）の離職 
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（２）所得に関する要件 

  学生等本人及び生計維持者の収入から支給額算定基準額（課税標準額×6％－（調整控除の額 

+税額調整額））を算定し、家計基準（通常の定期採用と同様）を満たすことが必要です。 

   

※ 支給額算定基準額の算定について、以下の①②の合計額により家計基準を判定します。 

 
 
① 家計急変の事由に該当する生計維持者 

支援開始月から最初の３か月間の支給額算定基準額は０円とみなします 

（進学（進級）までに家計急変があった場合や、家計急変の事由が事故・病気等で休職期間中に 

給与が発生している場合を除く）。 

 

② 学生等本人と家計急変の事由に該当しない生計維持者 

最新の「所得（課税）証明書」に基づき、それぞれの者について支給額算定基準額を算出します。 

 

（３）その他の要件 

  学業等に係る基準、家計に係る基準のうち資産基準、大学等への入学時期等に係る基準、 

在留資格等に係る基準については、定期採用における要件と同じです。 

 

※奨学金支給期間中、３か月ごと(提出した給与明細等の証明書が１２ヶ月分以上となった後は、１

年ごと)に、機構が家計急変に該当する生計維持者の[給与明細書等]に基づき、収入に係る基準による

支援区分の見直しを行います。 

 

 ２．申請時期…随時、受付を実施しておりますが、下記（１）または（２）を満たしている必要があります。 

 

（１）家計急変事由発生日から３か月以内に学校への申込みが必要。 

（例）事由発生日が４月１日なら７月１日までの申込み 

 

（２）新入生については、入学前々年の１月（入学の27か月前）以降に家計急変した学生等の場合、 

入学月から３か月以内（2023年４月入学者は2023年6月末日まで）の申込みが必要。 

 

３．申請方法 
 
該当者は、各カレッジに相談の上、指示に従ってください。 

 

４．その他 

制度の概要については、日本学生支援機構 HPをご確認ください。 

   

 

  

https://www.jasso.go.jp/shogakukin/kyufu/kakei_kyuhen/index.html
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東海大学奨学金 （大学独自の奨学金） 

※入学後に公募される奨学金のみを掲載しています。特定の学部のみを対象としたもの等、 

下記以外の奨学金については、大学のオフィシャルサイトをご参照ください。  

 ※出願期間や発表時期等については、所属のカレッジオフィスに直接お問い合わせください。  
 

松前重義記念基金 学部奨学金(２種)【給付】 学部生対象 

応募者の中から、各学部・学科にて人物・学業成績等を総合的に審査し、優秀な学生に対し給付します。 

給付金額 １セメスターにつき１０万円 

出願資格 

学部生【第２セメスター以上の学生（編・転入学生含む）】 

 ※留学生は私費留学生のみ 

 ※併給不可の奨学金がございますのでご注意ください 

出願期間 春学期：４月中旬～４月下旬 秋学期：９月下旬～１０月上旬 

出願方法 ＴＩＰＳ：奨学金申請登録へ入力・申請してください。 

採用発表 春学期採用者  ８月上旬  →  振込時期 ９月中旬～９月下旬（予定） 

採用発表 

採用期間 

秋学期採用者 １２月下旬  →  振込時期 １月下旬～２月上旬（予定） 

半期ごとの採用 

備  考 学部奨学金（１種）は大学が選考するため、公募は実施しません。 

 

東海大学大学院研究奨励奨学金【給付】 大学院生対象  

応募者の中から、各研究科・専攻にて人物・学業成績等を審査し、優秀な大学院生に対し、給付します。 

給付金額 

（１種）年額 ６０万円(春学期、秋学期ともに３０万円） 

（２種）年額 ３６万円(春学期、秋学期ともに１８万円） 

（３種）年額 １２万円(春学期、秋学期ともに６万円） 

出願資格 

（１種）博士課程・博士課程（後期）に在籍し、人物・学業成績ともに優れた大学院生 

（２種）修士課程・博士課程（前期）に在籍し、人物・学業成績ともに優れた大学院生 

（３種）修士課程・博士課程（前期）に在籍し、人物・学業成績ともに優れた大学院生 

 ※医学研究科博士課程は対象外となります。 

出願期間 春学期入学者：４月中旬～ ４月下旬 秋学期入学者：９月下旬～１０月上旬 

出願方法 ＴＩＰＳ：奨学金申請登録へ入力・申請してください。 

採用発表 
春学期採用者  ８月中旬  →  振込時期 ９月下旬～１０月上旬（予定） 

秋学期採用者 １２月下旬  →  振込時期 １月下旬～２月上旬（予定） 

採用期間 １年間 

 

 

 

 

https://www.u-tokai.ac.jp/campus_life/scholarship/
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松前重義記念基金 建学記念奨学金（建学記念論文）【給付】  学部生対象 
指定されたテーマに沿って論文を提出し、審査の結果、論文が優秀な学生に奨学金を給付します。 

給付金額 最優秀賞２０万円・優秀賞１０万円・入選５万円 

出願資格 学部生 

出願書類 

①作成した課題論文（文字の大きさ、余白等に指定があります。） 

②指定の表紙（所属のカレッジオフィスにて配布） 

③論文データ 

出願方法 
作成した課題論文に指定の表紙をつけ、所属のカレッジオフィス窓口へ提出してください。 

（実際のテーマについては、募集要項にて確認してください。） 

出願期間 ４月１日～７月２８日 （詳細は募集要項にて確認してください。） 

採用発表 １１月上旬 （予定） 

 

松前重義記念基金 自己研鑚奨学金【給付】 学部生･大学院生対象 
文化活動、スポーツ活動、社会活動、ボランティア活動等の各分野において優れた計画をもち、 

その実現に向けて努力している学生に対して計画の達成を支援するために奨学金を給付します。 

（採用者は、翌年３月末までに活動結果報告書を提出する必要があります。） 

給付金額 個人の部・・・・・３０万円以内 グループの部・・・５０万円以内 

出願資格 
個人の部・・・・・本学に在籍する学部生・大学院生で、個人としての活動 

グループの部・・・本学に在籍する学部生・大学院生で、２名以上としての活動 

条  件 

①申請できる活動は申請時点において活動中、あるいは活動計画が決定しており、 

翌年３月までに結果報告ができること（すでに活動が終了したものは対象外です）。 

②継続採用は、前回の活動内容に比べ発展性が認められる場合、選考委員会の議を 

経て、原則として連続２回まで採用が認められます。 

③予備選考の際にはプレゼンテーションをしていただく場合があります。 

対象と 

ならない 

活動 

・授業の単位修得に関わる活動 

・資格取得のための活動 

・卒業研究、修士・博士論文作成に直接関連する活動 

・学会発表のみを目的とした研究活動 

・就職活動 

・学内公認団体としての活動 

・チャレンジセンター等大学からの援助を受けている活動 

*校友会、後援会等からの援助を除く 

・協会などからの援助やスポンサーがある活動 

・研修航海中の活動 

・「世界青年の船」及びそれに準ずる応募型の研鑽活動 

・応募型のボランティア活動 

※個人の競技（資格）または団体で、世界大会またはそれと同等と判断される大会へ 

参加する活動や自主的に計画したボランティア活動は可。 

出願書類 願書および活動内容の詳細を記した各種資料（所属のカレッジオフィス窓口にて配布） 

出願方法 
願書に必要事項を記入のうえ、関連する資料等を添付して、期日までに所属のカレッジ

オフィス窓口へ提出してください。 

出願期間 (前期)４月１日～５月１２日 (後期)５月１３日～７月２８日 

採用発表 (前期)６月下旬予定 (後期)１１月上旬予定 
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【注意】 
ワークスタディ奨学金の採用後の作業部署（配属先）については、大学側で決定します。 

また、原則として採用後の作業部署の変更も認めていません。 

キャンパス間留学奨学金【給付】 学部生・大学院生対象 

東海大学キャンパス間留学制度に基づき履修を認められた学生に対し、奨学金を給付します。 

（セッションコースを除き、在学中１回に限る） 

給付金額 

在籍校舎および派遣先校舎両方への通学が自宅外からの場合・・・２８万円 

在籍校舎または派遣先校舎片方への通学が自宅からの場合・・・・１４万円 

関東地区と静岡地区とのキャンパス間留学の場合・・・・・・・・１４万円 

学校法人東海大学が設置する教育研究施設の場合・・・・・・・・１４万円 

セッションコースの場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２万円 

出願資格 
東海大学キャンパス間留学制度に基づき履修を認められた学生で、通算ＧＰＡ値が 

２．０以上（2021年度以前に入学した学生は１．０以上）である者。 

採用期間 キャンパス間留学の期間中 

※キャンパス間留学の申請時期については、所属のカレッジオフィスへお問い合わせください。 
 

ワークスタディ奨学金【給付】 学部生･大学院生対象 

人物、学業成績ともに優れ、経済的理由により修学困難な学生を対象に、年間２００時間を学内の各部署 

で勤労作業を行うことにより奨学金を給付します。勤労作業の対価として奨学金が給付されるため、強固 

な決意と信念が必要です。 

給付金額 月額２万５千円(毎月給付) 

出願資格 

以下のセメスターに在籍しており、学費の支弁が困難であり、勤労作業を確実に遂行・ 

消化できる者。(勤務態度不良者は、途中で廃止となる場合もあります。) 

学部生・・・・第６セメスターまで（医学部医学科は第１０セメスターまで） 

大学院生・・・(Ｍ)第２セメスターまで、(Ｄ)第４セメスターまで 

出願書類 願書、家計支持者の収入に関する証明書等 

出願方法 

①願書はＴＩＰＳ：奨学金申請登録に入力し、印刷。必要書類を添えて所属のカレッジ

オフィス窓口まで提出してください。 

②書類選考後、７月上旬～中旬を目安に面接を行います。 

出願期間 ５月中旬～６月上旬（予定） 

採用発表 
８月初旬 

※配属先は随時連絡します。 

採用後 
９月下旬に説明会を実施します。 

※詳細は、採用決定後に別途ＴＩＰＳを通して連絡します。 

採用期間 

１０月～翌年９月までの１年間（１年毎に継続審査を行います） 

学部生・・・・最長３年間 

大学院生・・・(Ｍ)１年間のみ、(Ｄ)最長２年間 

作業内容 行事・図書・入試・広報・各センター、カレッジオフィスでの業務 等 

 

 



 

26 

△目次へ戻る 

応急奨学金【貸与・無利子・学費減免】 学部生・大学院生対象 

●日本学生支援機構奨学金の貸与を最大限受けていることが条件となります。 

天災や人災等により家屋が被災、あるいは家計支持者等の死亡・失職・入院等により、家計が急変し 

学費の納入が困難になった学生に対し、奨学金を貸与します。 

貸与金額 学費相当額（６０万円以内）（原則、学費減免の形で貸与） 

出願資格 

①学業、人物ともに優れ、最短修業年限にて卒業・修了見込みの者。 

②貸与は原則として当該学期のみですが、次学期に限り再申請可能です。 

③学部学生は第５セメスター以上（医学部医学科は５年次生以上）に在籍していること。 

④日本学生支援機構奨学金の貸与を、すでに最大限受けていること。 

出願書類 
①願書 

②その他、家計急変事由を証明する必要書類 

出願方法 

当該学期の学費納付期限までに、所属のカレッジオフィスにご相談ください。 

※本奨学金は、学費延納願の提出が必須です。除籍になると出願できません。 

※学費延納願の手続きは、所属のカレッジオフィスの学籍担当で対応いたします。詳し

くは、所属のカレッジオフィスに直接お問い合わせください。 

出願期限 

春学期： ４月２０日まで 

秋学期：１０月２０日まで 

※土・日・祝日と重なった場合など、年度によって変動する場合があります。 
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   地方公共団体・一般育英団体奨学金 

 

各都道府県・市区町村や民間の育英団体が事業主体の奨学金です。 

 応募資格として、出身地域や在籍学部（学科）等を指定されることがあり、採用人数も多くありません。 

募集時期は団体によって異なりますが、多くの奨学金の募集時期は４月～５月に集中します。 

応募形態には、大別すると次の２通りがあります。 
  

①大学を経由して募集する奨学金    → 必要書類を所属のカレッジオフィスに提出（郵送）します。 
 

②大学を経由せずに募集する奨学金  → 各自団体ＨＰ等で確認の上、直接申込みをしてください。 

 

①大学を経由して募集する奨学金（所属のカレッジ

オフィスに提出する） 
②大学を経由せずに募集する奨学金（直接申込む） 

申込書の 

準備・ 

提出  

募集要項で、出願資格や必要書類等を確

認・準備し、所属のカレッジオフィスに提

出してください。 
申込書

の準備 

募集要項で、出願資格や必要書類を確認・準

備してください。 

  

学内選考 

出願締切後、学内選考を行います。推薦内

定者にはＴＩＰＳで連絡します。学内選考

に漏れた方には連絡しませんので、ご承知

おきください。学内選考のない奨学金につ

いては、直接団体に推薦します。 

 

  

各団体 

へ推薦 

大学推薦の場合は、大学で取りまとめて各

団体へ送付します。 

各団体

へ申込 
必要書類を揃えて、各自で団体に申し込ん

でください。 

  

採否の 

決定 

団体からの採否通知が届き次第、該当者に

ＴＩＰＳで連絡します。大学から推薦され

た場合でも各団体での選考の結果、不採用

となる場合があります。 

採否の

決定 
団体より直接選考結果が届きます。 

 

 
 

大学を経由して募集する奨学金の注意事項 
 
① 出願資格を満たしているか、よく確認してください。 

 

② 提出書類については、記入漏れがないか、必要な書類は揃っているのかよく確認し、すべて揃えてから所属の

カレッジオフィスに提出してください。（推薦書は指導教員にお願いしてください。） 

 

③ 提出期限は、必ず守ってください。 

※団体の提出期日とは異なりますので、ご注意ください。 

大学に募集案内があったものは、ＴＩＰＳ：キャビネット＞13_スチューデントアチーブメントセンタ

―＞奨学金＞05：地方公共団体・一般育英団体奨学金＞現在募集中の奨学金 に掲載しています。 

キャビネットにない団体がありましたら、所属のカレッジオフィスにお問い合わせください。 
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△目次へ戻る 

大規模自然災害等被災学生支援制度 

東海大学では、大学院・大学に在籍する学生の家族が地震・台風等の大規模な自然災害等に被災し 

たことにより、経済的に修学困難な状況と認められた場合、被災状況等により学費等納付金を 

減免する支援制度等を設けています。 

 

１．対象者 
  
原則として、学費等納付者が「災害救助法適用地域」に在住し被災された方または単身赴任 
又は出張等で重度の被災（死亡、行方不明、重傷）を受けた方 

 
２．対象となる被害内容 

    
次のいずれかに該当する場合 
（１）全壊・半壊，全焼・半焼，流失・浸水 

  （２）学費等納付者の死亡、行方不明、重傷による入院 
（３）自営業の維持及び再開の見通しが立たない場合 
（４）学費等納付者の会社が倒産又は失職等に伴い家計状況が著しく悪化した場合 
（５）家屋等破損により生活に困窮を来している場合 

 

３．支援内容 
 
１）学費等納付金 

    被災状況等により、学費等納付金の中から授業料、教育運営費、施設設備費を１年 
あるいは半年間分を免除します。 

 
 ２）東海大学後援会奨学金〔給付〕 

東海大学後援会では、不測の事態（火災、風水害、震災等）に遭遇し、家計が急変し、 
修学が困難になった場合に一時金として 5万円または 10万円、もしくは月額１万円 
から５万円（最長１年間）を給付します。 

 
 ３）東海大学学生安全会見舞金制度〔給付〕 

学生安全会では救済が必要と判断された学生に対して見舞金を給付します。 

ただし、「東海大学学生安全会」に加入している者のみを対象とします。 
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△目次へ戻る 

学費融資制度 

学費納入が困難な学生を対象に、本学と提携した信販会社の教育ローンを導入しています。 

お問い合わせ・お申し込みについては、直接、各金融機関へお尋ねください。 

 

本学提携機関 ※ローン名をクリックするとＨＰに移行します。 

金融機関名 

ローン名 
ローン概要 

融資限度

額 
問い合わせ先 

信
販
会
社 

㈱ジャックス MUFGグループ 

【ＪＡＣＣＳの教育ローン】 

＜金利＞ 

実質年率 2.5％（固定） 

 

※審査は最短１日 

※Webで 24時間 365日 

お申込み可能 

（2023年 4月 1 日現在） 

500万円 

以内 

コンシュマーデスク 

℡ 0120-338-817  

 

受付時間 

10：00～19：00 

㈱オリエントコーポレーショ

ン 

【学費サポートプラン】 

＜金利＞ 

実質年率 2.5％（固定） 

 

※審査は最短１日 

※Webで 24時間 365日 

お申込み可能 

（2023年 4月 1 日現在） 

500万円 

以内 

オリエントコーポレーショ

ン 

学費サポートデスク 

℡ 0120-517-325  

 

受付時間 

9：30～17：30 

SMBCファイナンスサービス㈱

【セディナ学費ローン】 

＜金利＞ 

実質年率 2.5％（固定） 

 

※Webで 24時間 365日 

お申込み可能 

（2023年 4月 1 日現在） 

500万円 

以内 

SMBCファイナンスサービス 

カスタマーセンター 

℡ 050-3827-0375  

 

受付時間 

9：30～17：00 

 

国の公的機関による教育ローン※ローン名をクリックするとＨＰに移行します。 
金融機関名 

ローン名 
融資限度額 問い合わせ先 

公
的
機
関 

日本政策金融公庫 

【国の教育ローン】 

350万円以内 
教育ローンコールセンター 

℡ 0570-008656 

 

◎融資条件や融資金利については、各金融機関によって異なります。希望する金融機関へお問い合わせください。 

◎日本政策金融公庫とは、提携を結んでおりません。 

◎詳細についてはホームページを確認してください。 

 

 

 

 

 

https://www.u-tokai.ac.jp/campus_life/fee/fn_support_sheet/
https://www.u-tokai.ac.jp/campus_life/fee/fn_support_sheet/
https://www.u-tokai.ac.jp/campus_life/fee/fn_support_sheet/
https://www.u-tokai.ac.jp/campus_life/fee/fn_support_sheet/
https://www.u-tokai.ac.jp/campus_life/fee/fn_support_sheet/
https://www.u-tokai.ac.jp/campus_life/fee/fn_support_sheet/campus.html
https://www.u-tokai.ac.jp/campus_life/fee/fn_support_sheet/campus.html
https://www.u-tokai.ac.jp/campus_life/fee/fn_support_sheet/
https://www.u-tokai.ac.jp/campus_life/fee/fn_support_sheet/
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△目次へ戻る 

学費延納制度 

経済的な理由などにより、期限までに学費が納入できない場合は、学費延納の手続きをとることができます。 

延納を希望する場合は、所属のカレッジオフィス学籍担当にご相談ください。 

 

【学費延納願提出期限および延納願提出時の学費納入期限】  

 
  

 

 

 

 

 

※土・日・祝日と重なった場合など、年度によって変動します。 

  ※新入生については、入学前に春学期学費（第１セメスター分）を納入済みです。 

 

【学費延納時の注意！】 
・学費延納願を提出し、許可された場合、学費納入期限は２か月延長されますが、所定の期日までに学費が 

納入されない場合は「除籍」となります。 

・「除籍」となった場合、所定の期日までに学費および復籍金を納入し手続きを行うことで、「復籍」すること 

ができますので、所属のカレッジオフィス学籍担当に相談してください。 

 

【奨学金受給中に除籍になった場合の注意！】 
  奨学金受給中に除籍となった場合は、奨学金が振込保留となる場合があります。 

   所定の期日までに学費納入後、手続きを行なうことで振込保留の解除となるので、事前に所属のカレッジオフィ 

スにご相談ください。 

奨学金に関する問い合わせ先 

・奨学金に関する最新情報は、所属のカレッジオフィス）の窓口か、ＴＩＰＳで配信

される募集案内等で確認してください。 

・お電話で問い合わせの場合、キャンパスごとに番号が異なりますのでご注意くだ

さい。また、奨学金の種類を明確にお伝えください。（授業休業日は対応不可） 
 

  湘南キャンパス・・・０４６３－５８－１２１１ 

    渋谷キャンパス・・・０３－３４６７－２２１１ 

  品川キャンパス・・・０３－３４４１－１１７１ 

  静岡キャンパス・・・０５４－３３４－０４１１ 

 伊勢原キャンパス・・・０４６３－９３－１１２１ 

熊本キャンパス 

阿蘇くまもと臨空キャンパス 

  札幌キャンパス・・・０１１－５７１－５１１１ 

 

学期 延納願提出期限 延納願提出時の学費納入期限 

春学期 ４月２０日まで ６月２０日まで 

秋学期 １０月２０日まで １２月２０日まで 

・・・０９６－３８２－１１４１ 


